
令和３年６月 22 日 

公益社団・財団法人代表者殿 

内閣府大臣官房公益法人行政担当室長 

出勤者数の削減（テレワーク等の徹底）について 

平素より公益活動の推進に御尽力されていることに敬意を表します。 

出勤者数の抑制については、これまでも公益法人の皆様に対し、出勤者数の７

割削減を目指すテレワーク等の推進を依頼し、テレワーク等の実施や、出勤者数

の削減に関する実施状況の公表について呼びかけさせていただいたところです。 

先日、緊急事態措置を実施すべき区域（以下、「緊急事態措置区域」という。）

について、６月 20日をもって北海道、東京都、愛知県、京都府、大阪府、兵庫

県、岡山県、広島県及び福岡県が除外され、７月 11日までを期間として沖縄県

のみとされました。また、まん延防止等重点措置を実施すべき区域（以下、「重

点措置区域」という。）について、６月 21 日から７月 11 日までを期間として、

従前、緊急事態措置区域とされていた北海道、東京都、愛知県、京都府、大阪府、

兵庫県及び福岡県が追加されるとともに、埼玉県、千葉県及び神奈川県において

まん延防止等重点措置を実施すべき期間が７月 11日まで延長されました。 

新規陽性者数については、感染拡大が見られていた地域では減少傾向となっ

ている一方、沖縄県では依然としてステージⅣ相当の非常に高い水準にあるほ

か、人流の増加が見られ、減少速度が鈍化する地域もあり、そうした地域では、

今後リバウンドが懸念されているところです。また、従来より感染力が強いデル

タ株など変異株の拡大も想定される中、リバウンドを起こさないよう、引き続き、

平日の日中の人流抑制が重要となります。 

貴法人におかれましても、これらの趣旨を十分ご留意の上、下記について実践

されますようお願いします。 

記 

１.緊急事態措置区域において、新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方

針（令和２年３月 28日新型コロナウイルス感染症対策本部決定（令和３年６



月 17日変更）。以下、「基本的対処方針」という。）にて「職場への出勤につい

て、人の流れを抑制する観点から、在宅勤務（テレワーク）の活用や休暇取得

の促進等により、出勤者数の７割削減を目指す」とされていることについての

周知・呼びかけ。 

２．緊急事態措置区域から除外された都道府県（除外後、重点措置区域とされた

都道府県を含む。）において、「職場への出勤等については、引き続き「出勤者

数の７割削減」を目指し、在宅勤務（テレワーク）や、出勤が必要となる職場

でもローテーション勤務等を強力に推進すること」とされていることについ

ての周知・呼びかけ。 

３．重点措置区域において、基本的対処方針にて「職場への出勤等について、「出

勤者数の７割削減」を目指すことも含め接触機会の低減に向け、在宅勤務（テ

レワーク）や、出勤が必要となる職場でもローテーション勤務等を更に徹底す

る」とされていることについての周知・呼びかけ。 

４．緊急事態措置区域及び重点措置区域以外の区域について、在宅勤務（テレワ

ーク）、時差出勤、自転車通勤等、人との接触を低減する取組に関する改めて

の周知・呼びかけ。 

５．令和３年５月13日付事務連絡「出勤者数の削減に関する実施状況の公表に

　ついて」及び令和３年６月１日付事務連絡「出勤者数の削減に関する取組内

　容の公表フォーマット等について」でも依頼させていただいているとおり、既

　に公表している企業・団体が HP 等を更新する際も含め、内閣官房が提示する

　フォーマットに沿った形で、テレワーク等の実施目標及び実績など出勤回避

状況を定量的に示すとともに、テレワーク等の推進に向けた具体的な取組や

工夫を併せて公表するよう改めての周知・呼びかけ。 



 

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針 
 

令和２年３月 28 日（令和３年６月 17 日変更） 

新型コロナウイルス感染症対策本部決定 

 

三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項 

（略） 

（３）まん延防止 

４）職場への出勤等 

 ① 政府及び特定都道府県は、事業者に対して、以下の取組を行うよう

働きかけを行うものとする。 

・ 職場への出勤について、人の流れを抑制する観点から、在宅勤務（テ

レワーク）の活用や休暇取得の促進等により、出勤者数の７割削減を

目指すこと。 

・ 20時以降の不要不急の外出自粛を徹底することを踏まえ、事業

の継続に必要な場合を除き、20 時以降の勤務を抑制すること。 

③ （略）経済団体に対し、在宅勤務（テレワーク）の活用等によ

る出勤者数の７割削減の実施状況を各事業者が自ら積極的に公

表し、取組を促進するよう要請するとともに、公表された情報の

幅広い周知について、関連する事業者と連携して取り組む。 

 (略) 

８）緊急事態措置区域から除外された都道府県（除外後、重点措置区域と

された都道府県を含む。）における取組等 

① （略） 

・ 職場への出勤等については、引き続き「出勤者数の7割削減」を

目指し、在宅勤務（テレワーク）や、出勤が必要となる職場でもロ

ーテーション勤務等を強力に推進すること。 

 

９）重点措置区域における取組等 

① （略） 

参考 



・ 事業者に対して、職場への出勤等について、「出勤者数の 7 割削

減」を目指すことも含め接触機会の低減に向け、在宅勤務（テレワ

ーク）や、出勤が必要となる職場でもローテーション勤務等を更に

徹底するよう働きかけること。 

（略） 

10）緊急事態措置区域及び重点措置区域以外の都道府県における取組等 

① （略） 

   （職場への出勤等） 

・ 事業者に対して、在宅勤務（テレワーク）、時差出勤、自転車通勤

等、人との接触を低減する取組を働きかけること。 

 （以下略） 




